
別紙様式１号の２別添１

（強い農業づくり総合支援交付金（生産事業モデル支援タイプ）
実施状況報告兼評価報告書）

強い農業づくり総合支援交付金
（生産事業モデル支援タイプ）

事業実施計画【推進事業】

事業実施年度： 年度

事業実施主体名：

　　所　在　地：



１．事業実施主体名及び対象品目

２　事業実施主体の概要

３．事業実施主体の成果目標

（注）別記３のⅡの第４の成果目標の欄から設定した目標を記載。

代表者

担当者

所属・役職

氏名

所属・役職

氏名

電話番号

FAX番号

E-mail

成果目標の具体的な内容
目標数値

現状値（○○年） 目標値（○○年） 増減又は割合

事業実施主体名 対象品目

輸出事業計画登録者
所属・役職

氏名

設定の考え方、検証の方法
実績
○○年

※生産安定・効率化機能の具備・強化のうち輸出対応型産地の育成（別記３のⅡの第１の３の（６）の取組）を実施する場合は、以下も記載。

(注) 輸出事業計画に登録している者を記入。



４．総括表

（４）農業機械等の導入及びリース導入

（５）効果増進・検証事業

（６）その他事業の目的を達成するために必要な取組

 　　  

オ　担い手不在地域への参入・農地利用集積拡大体制の強化

総事業費
負担区分

ア　貯蔵技術等を活用した安定出荷体制の確立

（２）供給調整機能の具備・強化

イ　集出荷調整機能の高度化

備考欄

ウ　導入品種等の加工等適性試験

エ　品質管理、物流の効率化

(注) 備考欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合は
   「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

イ　生育予測システム等の導入

ウ　種子・種苗等の供給体制の整備

エ　新たな栽培技術等の導入・普及

合　計

イ　新品種等現地適応性試験の実施

（１）生産安定・効率化機能の具備・強化

オ　高品質・低コスト流通システムの導入

ア　労働力不足等に対応した労働力や農業機械の調整体制の確立

ア　ＧＡＰ・トレーサビリティ手法の導入

（３）実需者ニーズ対応機能の具備・強化

支援メニュー
国庫補助金 自己資金 その他

カ　輸出対応型産地の育成

ア　計画策定及び効果検証の取組

イ　技術等の実証の取組



５．事業実施経費

事業内容

費　目

費　目

イ　生育予測システム等の導入

金額（円）

ア　労働力不足等に対応した労働力や農業機械の調整体制の確立

ア　貯蔵技術等を活用した安定出荷体制の確立

費　目

費　目

費　目

費　目

イ　新品種等現地適応性試験の実施

ア　ＧＡＰ・トレーサビリティ手法の導入

（３）実需者ニーズ対応機能の具備・強化

費　目

備考（経費の必要性と当該事業の関連性等）内訳

（１）生産安定・効率化機能の具備・強化

費　目

ウ　種子・種苗等の供給体制の整備

費　目

（注１）「備考」欄には、単価、人数等の根拠（資料名等）について具体的に記載すること。
（注２）「費目」欄には、別記３のⅡの別表７に掲げる費目を記入すること。
（注３）適宜、行を追加して記入すること。

合　計

カ　輸出対応型産地の育成

オ　高品質・低コスト流通システムの導入

ウ　導入品種等の加工等適性試験

（４）農業機械等の導入及びリース導入

エ　品質管理、物流の効率化

費　目

（２）供給調整機能の具備・強化

エ　新たな栽培技術等の導入・普及

イ　集出荷調整機能の高度化

費　目

費　目

（５）効果増進・検証事業

ア　計画策定及び効果検証の取組

費　目

費　目

費　目

（６）その他事業の目的を達成するために必要な取組

イ　技術等の実証の取組

費　目

オ　担い手不在地域への参入・農地利用集積拡大体制の強化

費　目



別紙様式１号の２別添２

１．生産安定・効率化機能の具備・強化

（１）労働力不足等に対応した労働力や農業機械の調整体制の確立

（２）生育予測システム等の導入

導入時期

調査場所 調査対象 調査目的及び内容 備考

対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

　①　生育予測システム等の導入に必要な調査

実施時期

対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

　②　導入する機器等の内容

実施時期 取組の目的及び内容 備考

備考

　③　その他必要な取組

　②　導入する機器等の内容

備考導入時期

　①　労働力調整体制の確立に必要な調査

実施時期 調査場所 調査対象 調査目的及び内容 備考



（３）種子・種苗等の供給体制の整備

（４）新たな生産技術等の導入・普及

調査目的及び内容 備考

導入時期 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

備考

対象品目

取組内容 備考

　③　その他必要な取組

　④　その他必要な取組

　①　供給体制の整備に必要な調査

調査目的及び内容 備考

実施時期 取組内容

調査場所

　①　新たな生産技術等の導入・普及に必要な調査

実施時期

調査対象

開催時期

実施時期

　③　講習会等の開催

調査場所

実施時期

調査対象

開催場所

　②　導入する機器等の内容

備考

備考講習会等の内容参加予定者



（５）担い手不在地域への参入・農地利用集積拡大体制の強化

添付書類 人・農地プランや農地台帳等、担い手不在地域や拠点事業者等の農地の利用集積状況がわかるもの

　③　その他必要な取組

実施時期 取組内容 備考

導入時期 対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格 備考

　②　導入する機器等の内容

　①　担い手不在地域・農地等の参入に必要な調査

実施時期 調査場所 調査対象 調査目的及び内容 備考

導入時期 対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

対象者 普及の目的、方法 備考

備考

　④　その他必要な取組

　③　新たな生産技術等の普及に必要な取組

実施時期 実施場所 普及を行う技術等

実施時期 取組内容

　②　導入する機器等の内容

備考



別紙様式１号の２別添３

２．供給調整機能の具備・強化

（１）貯蔵技術等を活用した安定出荷体制の確立

（２）集出荷調整機能の高度化

導入の目的及び内容 価格対象品目 導入する機器等

対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

調査目的及び内容

　②　導入する機器等の内容

　③　その他必要な取組

実施時期 取組内容 備考

備考

実施時期 調査場所 調査対象

　③　その他必要な取組

　②　導入する機器等の内容

備考導入時期

　①　安定出荷体制確立のために必要な調査

実施時期 調査場所 調査対象 調査目的及び内容 備考

導入時期

実施時期 取組内容 備考

　①　集出荷調整機能の高度化のための調査

備考



別紙様式１号の２別添４

３．実需者ニーズ対応機能の具備・強化

（１）ＧＡＰ・トレーサビリティ手法の導入

（２）新品種等現地適応性試験の実施

対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

　①　実需者の要望等調査

備考

マニュアル等の名称 作成時期 作成部数 配布対象 内容 備考

実施時期 取組内容 備考

参加予定者 講習会等の内容 備考

　③　マニュアル等の作成

　④　その他必要な取組

　②　導入する機器等の内容

備考

　①　講習会等の開催

開催場所開催時期

実施時期 調査場所 調査対象 調査目的及び内容

導入時期



（３）導入品種等の加工等適性試験

導入時期 対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

導入時期 対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格

　③　その他必要な取組

　①　実需者等への調査の実施

実施時期 調査場所 調査対象 調査目的及び内容 備考

実施時期 取組内容 備考

　③　導入する機器等の内容

　②　品質評価等の検討会

開催時期 開催場所 検討会の構成

　②　導入する機器等の内容

　④　その他必要な取組

実施時期 取組内容 備考

備考

備考

検討会の内容 備考



（４）品質管理、物流の効率化

（５）高品質・低コスト流通システムの導入

価格

導入する機器等 導入の目的及び内容 価格導入時期 対象品目

　③　その他必要な取組

実施時期 取組内容 備考

備考

　③　その他必要な取組

実施時期 取組内容 備考

調査対象 調査目的及び内容

備考

　①　高品質・低コスト流通システムの導入に必要な調査

実施時期 調査場所

導入する機器等 導入の目的及び内容

　②　導入する機器等の内容

　①　実需者が求める荷姿等に関する調査

実施時期 調査場所 調査対象 調査目的及び内容 備考

　②　導入する機器等の内容

備考導入時期 対象品目



（６）輸出対応型産地の育成

※①の輸出先への対象品目の輸出拡大を図るに当たって生じている課題のうち、本取組で対応する課題を記載する。

※検討会を含め、本取組で取り組む内容を時系列に記載する。

導入時期 対象品目 導入する機器等 導入の目的及び内容 価格 備考

　⑤　スケジュール

　①　想定する輸出先国・地域及び対象品目

　②　輸出拡大に当たっての課題

　③　課題解決に必要な取組

輸出先国・
地域名

※課題解決のために本取組で取り組む技術実証等の内容（名称等）を、課題解決にあたり成果目標にどのように寄与するかを含め
て記載する。なお、実証技術等の詳細な説明は資料の添付をもって代えることができる。

　②　導入する機器等の内容

対象品目名

実施時期 取組内容 備考



別紙様式１号の２別添５

４．農業機械等の導入及びリース導入
（１）農業機械等の導入計画

注１： 　「購入価格（税抜き）」欄には、下取り価格又は処分益（税抜き）を控除した価格を記入してください。

注２： 　「購入費助成申請額」欄には、[1]×１／２以内の額を記入してください。

注３： 　「備考」欄には、下取り価格又は処分益（税抜き）を記入してください。

注４： 　別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。

注５： 　添付書類は、以下のとおり。

①　複数の販売会社の見積書の写し等（全社分）

②　農業用機械の導入にあっては、費用対効果分析

③　その他地方農政局長等が必要と認める資料

対象作物

数量 台

型式名

利用面積

現有機の有無
(有の場合：能力・取得年

月・台数など)

　購入価格（税抜き） [1] （円）

対象機械

機種名

うちオプション分
（税抜き）

（円）

　購入価格（税込み） [2] （円）

　購入費助成申請額 [3] （円）

　購入物件保管場所

　備考



（２）資材の導入計画

注： 　添付書類は、以下のとおり。

①　複数の販売会社の見積書の写し等（全社分）
②　その他地方農政局長が必要と認める資料

取組内容

事業費
(円）

備考
具体的内容（資材の名称等を具体的内容を記載）

個数、面積又は員数
等

単価
うち助成金申請額

(円）

合計



（３）農業機械等のリース導入

①リース内容

注：対象農業機械等が複数ある場合には、適宜、行を追加して機械・施設ごとに記入すること。

②導入する農業機械等の規模決定根拠

③リース事業者及びリース料の選定方法の計画

注：「指名業者選定の考え方」の欄は、一般競争入札以外の選定方法で業者を選定した場合、記入すること。

品目名 機械・施設名
仕　　　様

製造会社名
型　　　式

台数・面積 機械・施設管理者 保管・設置場所 備考

農業機械等の名称
リース物件価格

（千円）
リースする農業機械等の選定理由及び規模決定の根拠 備　考

注１：「リース物件価格（千円）」の欄には、リースする農業機械等の販売業者により設定されている小売希望価格（設定されていない場合は一般的な実勢価格
　　　　（税抜価格））を記入すること。

注２：「リースする農業機械等の選定理由及び規模決定の根拠」の欄の「規模決定の根拠」では農業機械等の能力を決定（導入する農業機械等の能力、台数、
単価等）した
　　　　計算過程をその根拠となる農業機械等の能力等の具体的な数値を用いて記入すること。

選定を行う事業者（いずれかに○） 指名業者選定の考え方 備　考

機械等納入事業者　・　リース事業者　

　　入札方式（いずれかに○）

一般競争入札　・　指名競争入札　



④機械等のリース料等

注１：※１及び※２については、いずれかを記入すること。
注２：リース事業者の見積書の写し、費用対効果分析、その他地方農政局長が必要と認める資料等を添付すること。
注３：複数の機械・施設をリース導入する場合、表を追加し、機械・施設ごとに記載すること。

３．その他事業の目的を達成するために必要な取組

リース期間
開始月～終了月（※１） 　　　年　月 ～ 　　　年　月 （月）

備　考
リース借受日から○年間（※２） （年）

　リース物件取得予定価格（消費税抜き） ① （円）

　リース期間終了後の残存価格（消費税抜き） ② （円）

　リース料助成申請額 ③ （円）

　リース諸費用（消費税抜き） ④ （円）

　消費税 ⑤ （円）

　事業実施主体負担リース料（消費税込み）　①－②－③＋④＋⑤ （円）

 リース料助成申請額③は、下記の算式のいずれか小さい額を記入すること（使用した算式に〇を記入すること）。

　
Ⅰ　リース物件価格 × リース期間 / 法定耐用年数 × １/２以
内

Ⅱ （リース物件価格 －　残存価格）× １/２以内

実施時期 取組内容 備考



４．「農業分野におけるＡＩデータ契約ガイドラインに関する契約ガイドライン」に則した契約

※「農業分野におけるＡＩデータ契約ガイドラインに関する契約ガイドライン」に則した契約を予定又は締結した場合は、
　チェックをすること。

５．オープンAPIへの対応

　　トラクター、コンバイン又は田植機の導入またはリース導入を希望する場合は、以下の「参考」を御確認の上、希望する農機

　のメーカーの状況についてチェックを入れてください。

整備している（または整備する見込みである） 整備していない

申請時 実施状況報告時

※　データの連携により自身の営農作業を一元的に閲覧・分析することができ、より効率的・効果的な営農につなげること
　ができます。「整備していない」を選択した場合であってもデータを連携できる環境を整備しているメーカーの農機への
　変更ができないかご検討ください。導入状況によってはメーカーの選択理由を尋ねる場合がございます。

　　・導入を希望する農機のメーカーが、自社webサイトや農業データ連携基盤への表示等を通じて、データを連携できる環境を

（参考）APIを自社webサイトや農業データ連携基盤への表示等を通じて、データを連携できる環境を整備している、または
　　　　整備する見込みである農機メーカー
　　（令和３年12月１日時点農林水産省調べ、五十音・アルファベット順で記載）
　　　国内メーカー：井関農機株式会社、株式会社クボタ、三菱マヒンドラ農機株式会社、ヤンマーアグリ株式会社
　　　海外メーカー：AGCO Corporation(Fendt、MASSEY FERGUSON、Valtra）、CLAAS KGaA mbH、
　　　　　　　　　　CNH industrial N.V（Case IH, New Holland, Stayer）、Deere & Company(John Deer)、
　　　　　　　　　　SDF group(SAME、DEUTZ-FAHR、Lamborghini)



別紙様式１号の２別添６

５．効果増進・検証事業

（１）計画策定等に要する経費

事業実施目　的 実施時期 事業内容 員数 単価 総事業費 備考

主体名 （円） 国費 自己資金その他

合計

（２）効果検証等に要する経費

事業実施目　的 実施時期 事業内容 員数 単価 総事業費 備考

主体名 （円） 国費 自己資金その他

合計

（３）技術等の実証に要する経費

地区名 事業実施 対象 実証等 実証等 実証等の 事業内容 総事業費 備考

主体名 作物名 の規模 の目的 実施場所 （実証リース機械（能力、台数）等）（円） 国費 自己資金その他

計

計

合計

（注１）「取組目標」欄には、実施要綱別表のメニュー欄の○の効果的な実施に必要な取組を記載すること。

（注２）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らか
でない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

（注）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかで
ない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。

（注）備考欄には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかで
ない場合には｢含税額」とそれぞれ記入すること。



別紙様式第１号の２別添６－２

１．総括表

２．各取組の内容等

（１）計画の策定の取組

（２）効果検証の取組

（３）技術実証の取組

実施時期 取組内容 取組の効果検証 今後の展開等 備考

効果増進・検証シート

取組内容 取組の効果検証 今後の展開等 備考

備考事業実施主体名 対象品目 取組の内容実施年度

実施時期

実証に用いた機器等
取組の効果

検証
今後の展開

等
備考実施時期 技術実証の内容
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